






































































































ことができない（地方税法 262 条、672 条、733
条の 2）。
３．法定外税の実施状況
　平成 21（2009）年 4 月 1 日時点での法定外普
通税と法定外目的税の実施状況は、表 1 に示すよ
うに、道府県法定外普通税の課税団体が 15 県で
15 税、道府県法定外目的税は課税団体が 29 都道
府県で 29 税である。法定外普通税は核燃料税な
ど核燃料関係の税が大半であり、法定外普通税の
課税団体 15 県（15 税）のうち、神奈川県の臨時
特例企業税と沖縄県の石油価格調整税を除く 13







表１　都道府県と市町村の法定外普通税、法定外目的税の一覧（平成 21 年 4 月 1日現在）
①道府県法定外普通税
団体名 税　　目 課税客体 課税標準 納税義務者 施　　行
沖縄県 石油価格調整税 揮発油の販売 揮発油に係る数量から条例で定める数量を控除した数量
揮発油の精製業者、輸入
業者など 昭和 47(1962) 年 6 月 1 日
福井県 核燃料税 発電用原子炉への核燃料の挿入
発電用原子炉に挿入した
核燃料の価額 発電用原子炉の設置者 昭和 51(1976) 年 11 月 10 日
福島県 〃 〃 〃 〃 昭和 52(1977) 年 11 月 10 日
愛媛県 〃 〃 〃 〃 昭和 54(1979) 年 1 月 16 日
佐賀県 〃 〃 〃 〃 昭和 54(1979) 年 4 月 1 日
島根県 〃 〃 〃 〃 昭和 55(1980) 年 4 月 1 日
静岡県 〃 〃 〃 〃 〃
鹿児島県 〃 〃 〃 〃 昭和 58(1983) 年 6 月 1 日
宮城県 〃 〃 〃 〃 昭和 58(1983) 年 6 月 21 日
新潟県 〃 〃 〃 〃 昭和 59(1984) 年 11 月 1 日
北海道 〃 〃 〃 〃 所和 63(1988) 年 9 月 1 日
石川県 〃 〃 〃 〃 平成 4(1992) 年 10 月 8 日
茨城県 核燃料等取扱税 原子炉への核燃料の挿入など
原子炉に挿入した核燃料
など 原子炉設置者 昭和 53(1978) 年 10 月 18 日
青森県 核燃料物質等取扱税 ウランの濃縮など 製品ウランの重量など 加工事業者など 平成 3(1991) 年 9 月 28 日
神奈川県 臨時特例企業税 法人の事業活動 所得計算上、繰越欠損金と相殺される当期利益の金額
資本金額、出資金５億円以上で、















平成 14(2002) 年 4 月 1 日








平成 15(2003) 年 4 月 1 日
広島県 〃 〃 〃 〃（自社処分は原則課税免除） 〃
鳥取県 〃 〃 〃 〃（自社処分は原則課税免除） 〃
青森県 産業廃棄物税 〃 〃 〃（一部非課税あり） 平成 16(2004) 年 1 月 1 日
岩手県 〃 〃 〃 〃 〃
秋田県 〃 〃 〃 〃 〃
奈良県 〃 〃 〃 〃 平成 16(2004) 年 4 月 1 日
山口県 〃 〃 〃 〃（自社処分は原則課税免除） 〃
新潟県 〃 〃 〃 〃 〃
京都府 〃 〃 〃 〃 平成 17(2005) 年 4 月 1 日
宮城県 〃 〃 〃 〃 〃
島根県 産業廃棄物減量税 〃 〃 〃 〃
熊本県 産業廃棄物税 〃 〃 〃 〃
福島県 〃 〃 〃 〃 平成 18(2006) 年 4 月 1 日
愛知県 〃 〃 〃 〃 〃
沖縄県 〃 〃 〃 〃 〃
北海道 循環資源利用促進税 〃 〃 〃 平成 18(2006) 年 10 月 1 日
山形県 産業廃棄物税 〃 〃 〃 〃











平成 17(2005) 年 4 月 1 日
佐賀県 〃 〃 〃 〃 〃
長崎県 〃 〃 〃 〃 〃
大分県 〃 〃 〃 〃 〃
鹿児島県 〃 〃 〃 〃 〃
宮崎県 〃 〃 〃 〃 〃









込む自動車を運転する者 平成 15(2003) 年 4 月 1 日
③市町村法定外普通税
団体名 税　　目 課税客体 課税標準 納税義務者
京都府
城陽市 山砂利採取税 山砂利の採取 採取量 採取業者 昭和 43(1968) 年 12 月 1 日
神奈川県
中井町 砂利採取税 砂利の採取 〃 〃 昭和 47(1972) 年 6 月 1 日
神奈川県
山北町 〃 〃 〃 〃 昭和 57(1982) 年 4 月 1 日
静岡県




数 有料駐車場利用者 平成 15(2003) 年 5 月 23 日
鹿児島県


















































（京都地裁判決昭和 59 年 3 月 30 日；行裁例集 35
巻 3 号 353 頁）、かねてより地方自治、地方分権
の視角からの批判もあり、平成 9 年 7 月 8 日の地
方分権推進委員会第２次勧告とそれに基づく平成
















団体名 税目 課税客体 課税標準 納税義務者
山梨県富士
















































伊是名村へ入域する者 平成 17(2005) 年 4 月 25 日









































































成 14 年 3 月、9 頁。
2）金子宏『租税法』第 13 版、弘文堂、平成 20 年、82-84 頁。金子教授は地方団体の課税権が憲法ではなく地方自治法 223 条「普通地
方団体は、法律の定めるところにより、地方税を賦課徴収することができる」、地方税法 2 条「地方団体は、この法律の定めるとこ
ろによって、地方税を賦課徴収することができる」により与えられるものであるとする見解が存在し、また、その見解にたった判例（東













　なお、地方分権推進委員会第 4 次勧告（平成 9












道府県法定外普通税、669 条 1 項；市町村法定外




















































5）田村政志・桑原隆広編『分権時代の地方税財政』ぎょうせい、2003 年、95 頁。ただし、1 号要件については戦前から存在。
6）シャウプ使節団『日本税制報告書』1949 年、付録 A 第 E 節。

























































































































































































































































































































　昭和 44 年 2 月には自治省税務局長から、「財政
運営の合理化をいっそう図り超過課税をできる限
りしない旨」の通知が出された。しかし、昭和
48 年の第 1 次石油危機に伴う地方財政危機によ
り、法人関係税を中心に超過課税が増加した。
　平成 20 年 4 月 1 日現在における超過課税の実
施状況は、都道府県においては、道府県民税の個
人均等割が 29 団体、所得割 1 団体（神奈川県）、
法人均等割 29 団体、法人税割が静岡県を除く 46





得割 1 団体（北海道夕張市）、法人均等割 408 団体、
法人税割 1,022 団体、固定資産税が 160 団体、軽








した地方税法 1 条 1 項 5 号と、不均一課税を規定


































































た動きの先陣をきり、昭和 50 年代から 60 年代に





50 年度の約 46 億円からピーク時の昭和 63 年度に
は 1704 億円まで約 37 倍に増えている。また、市
町村のそれは昭和 50 年度の 402 億円が、ピーク








































 ・ 石島弘『課税権と課税物件の研究』信山社、平成 15 年。
 ・ 碓井光明「地方税における受益による不均一課税の
可能性」『地方税』第 56 巻第 6 号、平成 17 年。
 ・ 碓井光明『地方税のしくみと法』学陽書房、平成 13 年。
 ・ 金子宏『租税法』第 14 版、弘文堂、平成 20 年。
 ・金子宏編『租税法の基本問題』有斐閣、平成 19 年。
 ・財団法人自治総合センター『地方税における目的税
のあり方に関する調査研究報告書』平成 2 年 3 月。
 ・財団法人自治総合センター『課税自主権の活用のあ
り方について』平成 13 年 12 月。
 ・財団法人自治総合センター『地方税制度に関する調
査研究　地方税における法定外目的税の活用方策に
関する調査研究報告書』平成 14 年 3 月。
 ・清永敬次「地方団体の不均一超過課税と法律上の問








巻第 5 号（通巻 114 号）、平成 16 年 3 月。
参考資料
 ・総務省自治税務局『地方税制関係資料集』平成 21 年
5 月
 ・総務省自治税務局『地方税に関する参考計数資料』
平成 21 年 2 月




率を標準税率の 1.10 倍から 1.05 倍に引き下げた。
